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Ⅰ 課 題
農家から農外への労働力流出の過程に着目した時
に，戦後日本資本主義は２つの転機を経験してきた
と言える。第１の転機は1960年代後半で，その前後
で，農家から農外への労働力移動の主な形態は，そ
れまでの向都離村から，出稼ぎや在宅通勤兼業へと
大きく変化した。第２の転機は80年代中頃で，その
結果，「農外への新規労働力給源としての農家人口の
枯渇と低賃金構造における農業の意義の希薄化」と
でも表現すべき状況が現れている（山崎［18］，第２
章）。ところで，周知の如く99年には食料・農業・
農村基本法（以下，新農業基本法）が制定され，日
本の農業政策は61年の農業基本法以来の基本路線
から大幅な軌道修正を遂げた。本稿の課題は，農家
から農外への先述の労働力流出の過程を概説しなが
ら農政転換の背景を考察することである。だが，以
下の本論は，農業基本法を巡る予備的考察から始ま
る。
Ⅱ 「国民所得倍増計画」と基本法農政
並木［７］が描写しているように，60年代前半まで
の農家から農外への労働力供給の主な形態は，当時，
農村に滞留していた二三男女や，新規に学卒した者
を中心とする，若年労働力の向都離村であった。
この時期に制定されたのが農業基本法（1961年）
である。その前年の60年には「国民所得倍増計画」
が，10年間の第２，３次産業の雇用労働力需要1,969
万人に対する学卒供給1,703万人とし，266万人の
不足を見通していた。さらにその不足分を，第１次
産業からの移動243万人と，非１次産業の業主・家
族従業員の転用23万人で充足するとしていた。つま
り，第２，３次産業の労働力不足を，自営業，とく
に農民層の分化・分解で補充しようとしていたので
ある。その翌年の農業基本法は，「国民所得倍増計画」
が算出したこうした農村労働力の動員に対応するも
のであった。すなわち，「生産費および所得補償方式」
による生産者米価の算定，土地基盤整備，農業機械
化により農業構造の改善を行いながら，農民層の分
化・分解を促進し，一部に「上層農」を育てつつも
その対極に析出される労働力を第２，３次産業に吸
引しようとするものであった。
Ⅲ 総 合 農 政
だが，その後，農村から都市への労働力流出量は
徐々に減少し，60年代の終わり頃には労働市場の基
調変化が鮮明になってくる。『農家就業動向調査』に
よると，63年時点で44万人を数えた農家からの就
職転出者は，68年には34万人にまで減少した。こう
いった転出者数の減少とともに，非農林業における
年々の新規雇用者の中で農家出身者が占める比率も
徐々に低下してきた。弘田［２］（pp.231-236）は，
この比率を『農家就業動向調査』と『就業構造基本
調査』のデータを用いながら推計しているが，表１
は氏が用いた方法を参照しながらそれを表注に示し
てあるように筆者が一部修正して作成したものであ
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る。50年代には，農家から供給される労働力が，年々
の農外新規雇用者の中で大半を占めていたとされて
おり，さらにこのことが日本の労働者の前近代的な
性格に深く刻印していたとされる（氏原［15］pp.
426-456）。だが，表から，60年代後半には，農家か
ら供給される労働力は，年々の非農林業新規雇用者
の４割程度を占めるにすぎなくなり，労働者世帯か
ら供給される労働力と較べマイナーな存在になって
いる。
こうした状況を受け，70年度労働省予算の中に
「総合農政推進のための労働力対策費」が登場し，「農
業者離職訓練の積極的な実施」のための経費が計上
された（美崎［５］pp.160-161）。総合農政とは，稲作
減反政策，離農促進といった措置によって労働力流
動化を強く志向した政策であった。総合農政では基
本法農政がまがりなりにも持っていた構造政策の側
面が後景にしりぞき，農政の労働力流動化政策の側
面がより前面に出てきた。
ところで，表２には，日本の雇用者総数に占める
兼業従事者のウエイトを試算している。今述べたよ
うに60年代後半には非農林業新規雇用者に占める
農家出身者の比重は低下したが，その一方で，表か
ら，日本の雇用者総数に占める兼業従事者のウエイ
トは60年の17％から70年の21％へと逆に僅かな
がら増加していることが分かる。実際，60年代後半
からは，農村を離れて都市へと向かう若年労働力が
減少する一方で，農村における新たな労働力給源の
掘り起こしが次に見る２つの形で行われた。１つは
出稼ぎである。これは，東北地方の農村から京浜地
方への需給のパイプを軸として展開し，基幹的な農
業従事者が，農閑期を利用して土建作業などの単純
労働に携わる形が主であった。２つは，都市部の地
価高騰や過密及び相対的高賃金をきらった農外資本
が，さまざまな政策措置に支えられながら，「農村工
業化」の形をとって農村部へと進出した。そして，
出稼ぎ者や，それまで地理的移動性に乏しいことが
制約となって農外就業になじまなかった基幹的な農
業従事者を??，むしろ雇い入れ側企業が被雇用者の
居住地に出向いていくことにより雇い入れた。農村
地域への工業導入を推進する法律は既に60年代か
ら存在していたが（今井［３］p.30），「農村工業化」
が農林，通産両省連携のもとで農業構造政策の一環
として取り組まれる契機になったという点で，71年
に制定された「農村地域工業導入促進法」はとりわ
け重要な意味を持っていた。同法の成立はちょうど
70年前後に始まる米生産調整＝減反政策にともな
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１)中安［6］(pp.168-171)は，この時期の農家に地理的移
動性に乏しい労働力が多数存在した理由を考察してい
る。
表1 非農林業の新規雇用に対する農家労働力または無業者からの供給（全国) （単位：万人，％)
1965 1968 1971 1974 1977 1979 1982 1987 1992 1997
①非農林業の新規雇用者 204 211 202 227 250 265 338 318 372＊ 426＊
②農家世帯からの供給 85 79 82 64 53 47 41 26 － －
１．主に農業従事 17 14 24 18 10 8 7 3 － －
２．主に農外自営業従事 3 2 3 2 2 1 1 1 － －
実
数
３．主に無業 65 63 55 44 41 39 34 23 － －
③新規就業者（無業者） 174 196 185 211 239 252 327 301 357＊ 414＊
１．家事をしていた者 25 37 42 － － 78 97 95 105＊ 112＊
２．通学していた者 126 140 123 － － 126 150 160 198＊ 192＊
３．その他 23 20 21 － － 48 80 47 54＊ 110＊
④農家世帯からの供給（％） 42 37 41 28 21 18 12 8 － －比
率
⑤通学者からの供給（％） 62 66 61 － － 48 44 50 53＊ 45＊
⑥通学者以外の無業者からの供給（％） 23 27 31 － － 47 52 44 43＊ 52＊
農家世帯からの供給（％） 100 100 100 100 100 100 100 100 － －
１．主に農業従事（％） 20 18 29 28 19 16 16 11 － －構
成
比 ２．主に農外自営業従事（％） 3 2 4 3 3 2 2 3 － －
３．主に無業（％） 77 80 67 68 77 82 82 86 － －
注：１)「非農林業の新規雇用者」は，調査時点の非農林業雇用者のうち，１年前の就業状態が次の者の合計。a）農林業従事者（総数）b）非農林
業自営業主，c）非農林業家族従事者，d）無業者。
２)「農家世帯からの供給」に含まれているのは，６ヶ月以上の予定で他産業へ就職した者。
３)「－」はデータ無し。
４)「＊」は農林業雇用者を含む。
５)④＝②/①×100，⑤＝③2/①×100，⑥＝(③１＋③３）/①×100
６)弘田［２］(p.232)の第１表を参照して作成。ただし，「非農林業の新規雇用者」の範囲は異なる。
資料：①と③は『就業構造基本調査』。②は『農家就業動向調査』。
う農業における余剰労働力の生成と時期が重なった
ために，同法を契機として，工場進出地の農家では，
在宅通勤形態による農外就業者が実際にも急増し
た。『農家就業動向調査』で農家労働力の他産業への
就職について転出・通勤別の推移を見ると，農村工
業化を背景に転出の比率が減少し，通勤の比率が高
まったことがわかる。通勤の比率は60年代には
50％代で推移していたが，70年に61％に達し，73年
には72％へと急増した。このような在宅通勤者の増
加は，出稼ぎ者が70年代に入って減少したのとは対
照的な動きである??。
Ⅳ 農家労働力の枯渇
以上から総合農政は農外資本による農家労働力の
最終的掘り起こしの政策であったと言えよう。そし
て「最終的」という表現に示されているようにそこ
には終わりがある。その時期は次に見るようにほぼ
80年代半ば頃である。
すなわち，全国の新規雇用者に農家出身者の占め
る比重がさらにマイナー化する。先に，農外新規雇
用者に農家出身者の占める割合が70年頃に４割程
度になったことが総合農政の底流にあるとしたが，
農外新規雇用者に農家出身者が占める比率はその後
さらに大きく減少し，87年には８％になっている
（表１）。さらに，90年代には算出の基礎になる官庁
統計の集計方法が変更されたのでもはやこれと同じ
比率を算出することはできないが，90年時点には農
家出身の農外新規雇用者は17万人にまで減ってお
り，これはこの年の農外新規雇用者全体の５％程度
と推定される。また，全国の雇用者数中の雇われ兼
業従事者数の比率も，70年代前半の21％から85年
には15％にまで低下した（表２）。
こうして農業・農家がもはや農外の新規労働力給
源として機能しなくなったことによって，1980年代
中頃以降の日本経済と日本農業には以下に見るよう
ないくつかの特筆すべき変化が生じている。
第１に，90年代前半から中頃にかけては，不況期
にも関わらず実質賃金のかなり大幅な上昇が見られ
た。このことを図１に示してある軽作業員賃金で確
認しておこう。軽作業は典型的な単純労働である。
軽作業員賃金は高度経済成長期にかなり急速な実質
的上昇を示したが（65-74年に年平均7.2％），その
後，70年代後半から91年までは年平均1.1％の上昇
にとどまり，停滞的に推移する。しかし，平成不況
期に，有効求人倍率の動向に見るように労働市場が
緩和し始めた92年から（図２），このような一般景
気動向に逆行するかのように軽作業員賃金はにわか
に急上昇し始め，その後，98年までの７年間に年平
均3.7％の速度で上昇した。98年には失業率が４％
台の後半に達するが，この頃から軽作業員賃金は実
質的な下落局面に入り，99年からの６年間は年平均
0.5％の下落速度である。以上の賃金動向の中で特段
の説明を要するのは92-98年についてであろう。と
いうのも，この時期，労働市場は緩和しているので，
この賃金上昇を労働市場の需給動向から説明するこ
とができないからである。また，軽作業は単純労働
なので，その労働内容が高度化して軽作業員の養成
費が高くなったことが賃金上昇に反映している，と
説明することもできない。残る蓋然的な説明は，労
働内容の高度化によらない軽作業員の労働力再生産
費の企業にとっての上昇である。
ここで「企業にとっての」としたのは，かつて兼
業従事者が単純労働市場の中で重要な位置を占めて
いた時期には農業所得と単純労働賃金との合算所得
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表2 雇われ兼業従事者数の雇用者数に占める比率（全国)
（単位：万人，％)
年 恒常的勤務 出稼ぎ 日雇臨時雇
雇われ兼業
従事者数(a)
雇用者数
(b)
a/b×100
(％)
1960 283 18 110 411 2,358 17
1965 349 55 209 613 2,891 21
1970 418 41 252 710 3,354 21
1975 467 28 236 732 3,708 20
1980 501 15 182 697 3,997 17
1985 524 12 119 655 4,421 15
1990 481 9 88 578 4,900 12
1995 452 5 64 521 5,257 10
資料：『農業センサス』『国勢調査』
２)「出稼ぎ労働者」の実数はそれをいかに定義するかに
よって大きく異なるが，渡辺（他)［16］が利用している
労働省職業安定局の資料によると，その数はピーク時
の70年代初めには55万人にのぼったが，オイル
ショック後に減少の一途を辿り，80年代中頃にはピー
ク時の半分以下になった（pp.1-2）。
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によって行われていた単純労働従事者の日々の労働
力再生産が，今日では，基本的に単純労働賃金のみ
によって行われるようになり，そのため，その底上
げが必要になった，ということである。その底上げ
過程が，90年代に見られた，時宜を得ない軽作業員
賃金の急上昇であろう。この底上げの結果として，
軽作業員賃金は戦後最大の不況のもとで，98年には
91年よりも実質的に29％も上昇してしまった。この
ような不況期の賃金上昇は，本稿では図２で大工賃
金，図３で企業規模別男子製造業生産労働者賃金で
も例示しているが，軽作業員以外についても，職種
により，企業規模によってバリエーションを伴いな
がらではあるが広範に認められるようである。賃金
構造の基礎範疇たる単純労働賃金の上昇は，他の賃
金にも波及せざるをえないのであろう。なお，橋本
［１］は，90年代における日本経済の長期低迷の基本
的な原因を，この時期の，日本型雇用慣行に起因す
る人件費上昇，そのことによる「利潤圧縮メカニズ
ム」すなわち「利潤が労働分配の増加によって圧縮
される事態」（p.91）に見ている。人件費上昇と不況
図1 軽作業員賃金と大工賃金
注１)2000年を基準とした総合消費者物価指数でデフレート。
（資料)『屋外労働者職種別賃金調査報告』
図2 労働市場の動向（全国)
（資料）『労働力調査報告』『労働市場年報』
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長期化の関係について示唆に富む指摘ではあるが，
人件費上昇の主因を「日本型雇用慣行」に見たので
は，それとは無縁の単純労働賃金の上昇を説明する
ことができない。
第２は，図２に見る失業率の動向である。失業率
は長期趨勢的には上昇基調にあるが，その一方で，
80年代中頃以降は好況期に失業率が急速に大きく
低下し，不況期には反対にそれが急速に大きく上昇
する，という形で，景気局面と失業率の動向との対
応関係が極めて鮮明になってきている。すなわち，
バブル期に失業率は86年の2.8％から90年の
2.1％へと４年間に0.7％も低下した。だがその後の
平成不況期に失業率は大きく上昇し，02年には
5.4％に達する。そして，02年に始まる「好況局面」
の中で失業率は再び急落し，04年には4.7％になる。
直近の06年２月の失業率は4.1％である。こういっ
た80年代後半以降の動きに対して，80年代前半ま
での失業率は，オイルショック後の75年に前年の
1.4％から1.9％へと急上昇した時期はあるが，これ
を除くと，60年代は１％台，70年代後半から80年
代前半にかけては２％台で比較的安定的に推移して
いた。今日から見て80年代前半までの時期で特徴的
であったのは，好況局面で失業率が急落する，とい
うようなことはなかった点である。
また，平成不況期に失業率が長期間にわたって急
速に上昇した結果として，失業率の水準自体が前世
紀末の時点で４％台後半を上回る非常に高いものに
なってしまった。確かに，80年代前半までの時期で
も，先述のように75年に失業率が急上昇した時期
や，80年代前半のように失業率が比較的長期間にわ
たって上昇し続ける時期があった。また，長期傾向
的には失業率は上昇基調にあった。しかし，90年代
の失業率の動きは急速な上昇が長期間にわたって継
続し，しかもこういった上昇の結果として現れた世
紀変わり目の失業率の水準が80年代前半までの上
昇傾向の延長としては説明できない程に高い，とい
う点で特筆されるべきものである。
こういった近年の失業率の動向，すなわち，１）
それが景気局面に連動して敏感に変動するように
なったこと，２）高率になったこと，とは，80年代
中頃を転機に農業・農家がもはや農外の新規労働力
給源として機能しなくなった，とする本稿の基本的
観点と整合的である。すなわち，かつての日本経済
は農家から供給される労働力に大きく依存しながら
比較的安定的な資本蓄積を遂げてきたが，このこと
が，この時期の失業率の低さと，その変動の少なさ
に現れていた，と言える。それに対して80年代の転
換以降の日本経済は，その資本蓄積のために必要な
新規労働力人口を，もはや国内農業に依存すること
はできなくなり，その人口を自らの資本蓄積を通し
て作り出さなければならない状態へと移行した。換
言するならば，資本蓄積が相対的過剰人口法則――
図3 企業規模別男子製造業生産労働者賃金
注１)2000年を基準とした総合消費者物価指数でデフレート。
（資料)『賃金センサス』
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資本の有機的構成高度化を通じた相対的過剰人口の
創出とその吸引――の基礎上で展開する状態への
移行である。また，遊休化した労働力人口を，資本
はもはや国内農業へ投げ返すことが困難となり，そ
の多くを失業者の形でプールしなくてはならなく
なった。そのため失業率の水準が高止まりするよう
になった。
なお，友田［13］（pp.13-22）は，国勢調査の既就
業者に関するデータの分析を通じて，70年代まで
は，農業から農外への労働力供給の一貫した流れが
見られたが，80年代以降は農業がこのような機能を
果たさなくなり，代わって失業者が景気変動ととも
に増減する状況が現れている，と論じている。こう
いった友田の分析結果も，上に述べたことと整合的
である。
ところで，図４で，土地を除く労働装備率（以下，
単に労働装備率）を資本の有機的構成の代替指標と
見立ててその動きを見ると，図示されている期間で
労働装備率が急上昇したのは80年代後半～90年代
前半である。この時期には円の対ドルレートが85年
平均の239円から95年平均の94円へと急上昇し，
国内の機械製造業を中心とする輸出産業は円高によ
る過酷な価格競争条件のもとに置かれていた。その
一方で，90年代後半～01年には，労働装備率はむし
ろ停滞的に推移した。企業にとって価格競争が激化
する不況期には資本の有機的構成は高まるはずであ
るが??，実際には，後者の時期は，それ以前から引き
続く深刻な不況期であったにも関わらず，そうはな
らなかったわけである。要するに，労働力人口の自
然制約から自由な資本蓄積の急速な進行が資本の有
機的構成高度化を通じて実現されることを論じたマ
ルクス的ビジョンとは異なり，独占価格の設定と景
気動向への国独資的干渉によって技術的腐朽性を強
める現代資本主義のもとでは，円高に促迫された一
時期を除いて，機械による労働の代位はそれほど速
やかには進行せず，むしろそれは緩慢な過程となっ
ているのである。
こうして第３に，国内の景気動向の基調が変化す
る。戦後，40年間にわたり，資本蓄積にとって必要
な労働力人口の不足を農家人口の吸引と掘り起こし
を通じて解消し，比較的安定的な資本蓄積を遂げて
きた日本資本主義は，90年代に初めて，不況からの
反転のために必要な相対的過剰人口の一定量を，資
本の有機的構成高度化を通じて創出する必要に直面
する。だがその過程は今見たように緩慢なもので，
このことが不況長期化の一因となる。また，資本蓄
図4 労働装備率の推移
注１)2000年基準の消費者物価指数でデフレート。
（資料)『法人企業統計調査』
３)「産業循環の周期的変動に照応する産業予備軍の膨張
と収縮」（Marx［４］邦訳，第１部 p.1095）
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積に必要な相対的過剰人口を創出するためには，そ
れに向けた強力な政策的梃子入れ，あるいは技術的
腐朽性の一因であった国独資的内需策の部分的撤廃
や「規制緩和」，すなわち「構造改革」が必要となる??。
さらに，景気反転の結果訪れる好況も，労働力制約
ゆえに底が浅く実態経済的根拠が希薄なものとな
り，そのため，不動産市場や株式市場におけるバブ
ル的熱狂によって補完される必要があるものとな
る。好況末期の労働力制約は体制側からは資本蓄積
にとっての労働力人口の自然制約として認識され
る。こうして第２の転換後の経済は，不況の長期化
と底の浅い好況のために，概して停滞色を強めるこ
とになる。
第４に，資本蓄積が相対的過剰人口の創出と吸引
の基礎上で展開するようになると，雇用されている
現役労働者の一部を，資本にとって都合のよい時に
いつでも解雇することができる状態に置く必要が，
社会的に生じてくる??。80年代以降，雇用上の身分が
パート，アルバイト，派遣社員，契約社員，嘱託と
いった非正規雇用されている者が急増しているのは
周知の事実であるが，04年にはそれは全雇用者数
（役員を除く）の32％に達した（『就業構造基本調査
報告』）。95年には日経連が雇用の３グループ化（幹
部候補となる「長期蓄積能力活用型」，専門分野を担
当させる「高度専門能力活用型」，パート的に雇う「雇
用柔軟型」）と「雇用の流動化」を打ち出し，それ以
後その実現の障害となる労働法規制の緩和が急ピッ
チで進められた。こうして90年代後半以降には，そ
れまで増え続けていた正規雇用従業員が減少して非
正規雇用従業員による正規雇用従業員の代替が進む
に至っている（白石［11］pp.25-28）。非正規雇用従業
員は，解雇についての保護規制の対象となっている
正規雇用従業員と較べて，不況時には真っ先に企業
による解雇の対象となる存在である。
第５に，図５に見るように80年代の転換とともに
日本企業の対外直接投資が急増する。投資先の地域
は北米，欧州，アジアで顕著だが，中でも潤沢な低
賃金労働力の確保という観点から重要なのはアジ
ア，特に東南アジア途上国と中国であろう??。そこで
は，「緑の革命」を通じて進行している農民層の分
図5 日本の対外直接投資の推移（投資地域別，届け出ベース)
（資料)『海外直接投資届出実績』
４)「平成14年度経済財政諮問会議年次報告」では製造業
の利益率の高さに比してゼネコン，不動産，卸流通の
利益率の低さがやり玉にあげられ，不良債権処理とそ
れに伴う労働，土地，資本の流動化が指定されている。
なお，仁田［８］(第?部）は，規制緩和政策のもとで，
それまで規制によって守られていた産業から多くの
人々が現実に排出された，としている。
５)白川［12］(p.207）は，企業がパート労働者を雇う理由
として最も多いのは人件費の安さである，とする01年
に実施されたアンケートの結果を紹介している。
６)『平成７年版通商白書』は日本企業による対外直接投資
の要因とその歴史的変遷を分析しているが，「80年代
後半から起った我が国企業の直接投資の盛り上がり
は，欧米諸国への摩擦回避型と東アジア向けのコスト
指向型を中心としたものであった」としている（通商
産業省［14］p.153）。
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化・分解が，資本蓄積にとって必要な低賃金労働力
の汲めども尽きぬ源泉となっているからである。ま
たそこでは，日本では弱まってきた労働力再生産費
の一部（食費や在宅通勤兼業の場合には住居費）の
農業への外部化が，今なお充分に機能している。こ
うして，農家から，農業が労働力再生産費の一部を
まかなっているが故に安価な労働力を，資本の有機
的構成高度化などという回り道を通じてではなく，
農民層の分化・分解を通じて引き抜いてくる，かつ
て日本国内で行われていた伝統的な労働力調達の手
法が，現地で進行する農業革命によって媒介されな
がら，東アジア途上国で再現されている。
第６に，資本にとって国内の農業・農家の位置づ
けが変化する。かつて，高度経済成長期以降，日本
の農家が農外への低賃金労働力の潤沢な給源として
の役割を負わされていた時期には，先述のように農
政基調は分解促進的な性格を保っていた。しかし，
農家がもはやこのような役割を果たさなくなった時
点で，また，近年の失業率の高騰や高齢化社会の深
化を背景としながら，農家は，農外資本にとって失
業者の一時的避難所，引退した労働力の老後の隠居
先としての役割を主に担わされることになる。農
業・農家のこの種の役割を体系化したのが99年に制
定された新農業基本法である。周知のように同法に
は矛盾がある。それは，一面では，食料自給率の向
上，農業の多面的機能の発揮，そして農業の持続的
発展と農村振興の４つの理念を唱えつつ農業への人
材確保と農村が持つセーフティーネット機能の向上
を目指している。だが，他面では，同法には農業経
営の「効率化」と「規模拡大」が必要との認識も同
時に盛り込まれ，分解促進的なスタンスが相変わら
ず維持されてもいる。私見では，新基本法のこのよ
うな矛盾は，その「時限法的」性格（大内［10］の座
談会における佐伯編集委員の発言，p.205）によって
媒介されている。すなわち，景気局面に応じて，好
況期には同法が持つ分解促進的側面が政策的に強調
され，不況期には反対に農村のセーフティーネット
機能を強化する側面が強調される，このことが，「基
本計画」の５年ごとの変更を定めた条項（第15条第
７項）によって担保されているのであろう。すなわ
ち，旧基本計画はそれが制定された時期（2000年）
から不況期の「基本計画」と考えることができるが，
そこでは食料自給率の努力目標値45％が謳われ，そ
れなりに「評価」できる内容になっているとの指摘
がある（矢口［17］pp.12-13）。それに対して「好況局
面」の05年に制定された新基本計画は，選別的・分
解促進的な内容を持つ品目横断的経営安定対策を最
大テーマの一つとして掲げ，その他にも新基本法の
４つの理念に背反する内容となっている（小田切
［９］pp.63-65）。
このように，新基本法では，国内の資本蓄積が相
対的過剰人口の創出と吸引の基礎上で行われるよう
になった社会における，資本にとっての農業・農家
の役割の再規定が行われている，と考える。新基本
法の登場と，失業率が４％台後半に上昇し，日本が
高失業率時代に移行した時期とが一致しているのは
偶然ではない。このように第２の転機と新基本法と
の間には有機的連関があると考えるが，そこには10
数年のタイムラグがあることもまた事実である。こ
れは，両者が「第２の転機→失業率の上昇→新基本
法」という形で繫がり，「失業率の上昇」が中間項と
なっているからであろう。
Ⅴ 結 論
本稿では，日本資本主義は，80年代中頃に，それ
までの農家労働力に大きく依存しながら国内の資本
蓄積を行っていた状態から，相対的過剰人口の創出
と吸引の基礎上で資本蓄積を行う状態へと移行し
た，と論じた。そしてこのように捉えることが，80
年代中頃以降に見られる日本経済と日本農業や農政
のいくつかの重要な特徴と整合的であることを示し
た。とりわけ，99年新農業基本法の矛盾的性格は，
このような農外資本蓄積の変化への農政的対応とし
て説明しうるものであった。
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